
日本全国にネットワークを持ち国土交通省所管の公益財団法人日本賃貸住宅管理協

会は、賃貸住宅市場の整備と健全な発展に努めています。改正民法の施行が迫った本

年は、契約書の見直しや対応を再確認する重要な年です。また、賃貸住宅の満室経営の

ためのアイデアや最新情報を発信しております。

第１部 『 最新不動産市況と今後の事業戦略
～金融情勢の激変で、市場は転換期に～』

TEL：086-430-6606 FAX：086-427-5823
公益財団法人日本賃貸住宅管理協会 岡山県支部 事務局 担当：奥村・野々上

賃貸住宅の住環境向上セミナー

主催 ： 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会 岡山県支部

－住生活月間協賛－

お申込み
お問合せ先

10月26日（土）

岡山国際交流センター 8F
岡山市北区奉還町2丁目2番1号
TEL（086）256-2905

日 程

13:30～16:30 受付開始13：00時 間

会 場

参加費 無料

開催日程

講演内容

講師 ：不動産市況アナリスト

第２部 『変わる賃貸経営と知っておきたい行政施策』

講師 ：公益財団法人日本賃貸住宅管理協会

定員１５０名

国土交通省 岡山県 岡山市 山陽新聞社 OHK岡山放送 RSK山陽放送

（公社）岡山県宅地建物取引業協会 （公社）全日本不動産協会岡山県本部

後 援

幸田 昌則氏

「アベノミクスによる金融緩和が長く続き、相続税の強化もあってアパート等の供給が多く進み、不動産価格は高値を維持し

てきましたが、スルガ銀行の不祥事や、レオパレス21の施工不良問題もあり、金融機関の融資姿勢は一段と厳しくなり、不

動産のマーケットは転換点を迎えています。今回は、不動産市況アナリストとして講演・執筆活動でご活躍の幸田先生より、

最新の不動産市況情報と今後の対応策について、お聞きしたいと思います。」

ついに来年(2020年)4月に迫った、民法改正。大きく変化する改正後の制度と、本年中の対応が必須になった今こそ、再確

認しておきたい内容が詰まっています。また賃貸経営に深く関係する国土交通省が推進する新たなセーフティネット制度や

不動産業ビジョン2030など、行政動向もしっかりとチェックできるセミナーです。

中本 晃仁氏



出 欠 確 認 書

下記の表にご記入いただき、10月7日(月)迄にFAXにてご返信をお願いいたします。

FAX 086-427-5823

オーナー様

ご 氏 名

物 件 名

ご 住 所

ご 連 絡 先

ご 同 伴 者

どちらかを○で囲んでください。

ご 出 席 ・ ご 欠 席

TEL：086-430-6606 FAX：086-427-5823
公益財団法人日本賃貸住宅管理協会 岡山県支部 事務局 担当：奥村・野々上

お申込み
お問合せ先

本ご案内は、

よりお送りしております。

賃貸住宅の住環境向上セミナー

主催 ： 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会 岡山県支部

－住生活月間協賛－

定員１５０名

国土交通省 岡山県 岡山市 山陽新聞社 OHK岡山放送 RSK山陽放送

（公社）岡山県宅地建物取引業協会 （公社）全日本不動産協会岡山県本部

後 援

（公社）全日本不動産協会岡山県本部


